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福島市環境基本条例 前文 
 

私たちのまち福島は、東に丘陵状の阿武隈山地、西には磐梯朝

日国立公園を擁する吾妻連峰に囲まれた福島盆地の中に開け、荒

川、松川、摺上川等の河川が市域の東を北に向けて流れる阿武隈

川に注いでいる。 

市域の中央には、緑につつまれた信夫山が位置し、四方に市街

地、農用地、森林へと広がりをみせ、また、飯坂、土湯、高湯等

の温泉が分布している。 

私たちは、これらの豊かな自然の恵みの下、ここに生活し、知

恵と努力により今日の社会を築いてきた。 

しかしながら、近年の都市化の進展、市民の生活様式の変化等

に伴い、生活の利便性が高まる一方で、本市においても従来の環

境行政の枠組みだけでは対応が困難な都市型、生活型の公害など

の問題が顕在化してきている。さらに、一人ひとりの活動や都市

の活動そのものが直接、間接に地球規模で環境に影響を与えてい

ることから、新たな対応が求められている。 

いうまでもなく、恵み豊かな環境の下に、安全で健康かつ快適

な生活を営むことは市民の権利であると同時に、私たちは、こう

した環境を維持し、発展させ、将来の世代に引き継いでいく責務

を有している。 

私たちは、環境が有限なものであることを認識し、市民、事業

者及び行政のすべての者が協力し合いながら、それぞれの立場で

努力し、かつ、行動していくことにより、私たちのまち福島が、

人と自然が健全に共生し、環境への負荷の少ない持続的な発展が

可能な都市となることをめざし、この条例を制定する。 
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○ この報告書の内容は、主として福島市の環境への取り組みと、

福島市内の環境の現況となっています。 
 
○ 特に記載がない場合は、令和６年度の内容を掲載しています。 
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１．本市の特性 

本市は、福島県の中通り地方の北部に位置し、面積は 767.72km2

（令和７年３月 31日現在）と広大な市域を有しています。 

東は阿武隈高地、西は吾妻連峰に囲まれた福島盆地の中に開け、

荒川、松川、摺上川等の河川が市域を南から北に向けて流れる阿

武隈川に注ぎ、緑豊かな自然とともに温泉にも恵まれています。 

また、東京から 280km、仙台から 80km内にあり、首都圏と東北

圏、あるいは太平洋圏と日本海圏の交通の結節点として、重要な

位置を占めるとともに、県都及び中核市として、また県北地方の

中心都市として、行政、経済、教育等、各般にわたり重要な役割

を果たしています。 

２．気 候 

本市の気候は、盆地状の地形の影響を受け、夏と冬で寒暖の差

が大きく、四季がはっきりした内陸性気候の特徴を示しています。 

令和６年の本市の年間平均気温は 15.3℃、年間降水量は

1,101.5㎜でした。 

令和６年はほとんどの月で平均気温が平年を上回っており、特

に７月、９月、10月は暖かい空気に覆われた影響で月平均気温が

かなり高い値を記録しました。 

 令和６年の降水量の特徴としては、８月に局地的な激しい雨が観

測され、平年を上回る降水量となりました。 

 

図1-1-2 福島市の気象（令和６年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 出典：気象庁資料 

 

 

図 1-1-1 福島市の位置・面積 
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第１節 福島市の概況 

市庁舎の位置 

北緯 37°45’39” 

東経 140°28’29” 

海抜 65.68ｍ 

 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平年 1.9 2.5 5.9 11.7 17.2 20.7 24.3 25.5 21.6 15.6 9.5 4.3

Ｒ6年 3.9 4.6 5.8 15.6 18.6 22.7 26.9 28.1 24.1 18.0 10.8 4.0
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３．人口・世帯数の推移 

福島市人口推計調査によると、本市の人口及び世帯数は 272,079人、123,219世帯で、人口密度は 354人/km2と

なっています。（令和６年 10月１日現在、図 1-1-3参照） 

本市の人口は、平成 13年の 298,319人をピークに、その後は減少傾向が続いています。 

一方で世帯数は、増加傾向が続いており、令和６年には昭和 43年と比較して約 2.3倍に増加しています。 

 

図 1-1-3 人口及び世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

４．環境行政のあゆみ 

（１）公害問題のはじまり 

わが国での産業型公害の原点ともいえる出来事が、明治 24年に国会で取り上げられた群馬県の「足尾銅山鉱毒

事件」です。銅の採掘に伴う鉱毒により、周辺の山々、河川が汚染され、生物植物の大量死・枯死を招いたばかり

ではなく、周辺住民の人命までも奪った悲惨な事件でした。 

その後、昭和 30 年代以降の高度成長期を迎えたわが国においては、「四大公害」といわれる、熊本県の「水俣

病」、新潟県の「第二水俣病」、富山県の「イタイイタイ病」、三重県の「四日市ぜんそく」などに代表される、主

に重化学工業などの産業活動に伴う公害問題が数多く発生しました。 

このような状況に対応するため、昭和 42年に「公害対策基本法」が制定され、昭和 45年 11月末に開かれた、

いわゆる「公害国会」(第 64回臨時国会)において、水質汚濁防止法をはじめとする 13 の公害関連法規が制定さ

れました。 

また、翌昭和 46年には環境庁が発足し、本格的な公害行政が推進される足がかりとなりました。この時代の主

な公害の種類は、「大気汚染」、「水質汚濁」、「土壌汚染」、「騒音」、「振動」、「地盤沈下」、「悪臭」の７種類で「典

型７公害」と呼ばれています。 

本市においては、昭和 45 年 10 月に公害防止体制の確立を図ることを目的として、当時の民生部衛生課内に公

害係が新設されました。 

公害係は、その後の機構改革を経て、昭和 48年に環境保全係に、そして平成 20年４月から環境課環境企画係、

さらには平成 30 年４月から中核市移行に伴い環境課環境保全係が新設され、公害に関する業務を担っています。 
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（２）環境審議会 

昭和 45年 10月の公害係の新設に合わせて、「福島市公害対策審議会」が市長の諮問機関として設置され、後に

「環境基本法」（平成 5年法律第 91号）の成立とともにその役割を「環境審議会」（平成８年７月設置）へと引き

継ぎました。 

環境審議会は、委員 12 名以内で組織され、市長の諮問に応じて「環境の保全及び創造に関する基本的事項」、

「環境の保全及び創造に関する重要事項」及び「その他環境の保全及び創造に関し市長が必要と認める事項」に

ついて調査審議する機関です。 

 

○環境審議会における審議状況 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

（３）「公害問題」から「環境問題」へ 

公害法規の整備や対策、事業者の努力により、規模の大きな「公害問題」は改善されてきました。 

その一方で、分析技術の高度化や新たな科学的知見により、これまで認識されなかった新たな問題がクローズ

アップされています。ダイオキシン類や外因性内分泌攪乱化学物質（いわゆる環境ホルモン）などの環境中に極

微量に存在する化学物質や石綿（アスベスト）の問題はその一例です。 

その他、酸性雨や微小粒子状物質（ＰＭ2.5）、光化学オキシダントなどの大気汚染、有機フッ素化合物の一つ

であるペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）及びペルフルオロオクタン酸（PFOA）などの問題が依然として

存在しています。 

また、かつての公害問題では、大規模な企業・事業所が問題視されたのに対して、公害苦情の原因が中小規模

の工場・事業所や市民の日常生活に起因するものとなっており、多くの人が被害者にも加害者にもなり得る複雑

な構造であり、法令による規制や因果関係の把握が困難であるケースが多くなっています。 

このほか、人の健康被害だけではなく、地球全体や生態系への影響を及ぼす「地球温暖化」などの地球規模の

問題が顕在化してきており、このような時代背景から、「公害問題」と表現されていたものが、「環境問題」とい

う言葉で表現されるようになりました。 

（４）都市生活型公害 

かつての企業・事業所から発生する公害が法規制により抑制されてきた一方、1970年代から経済の安定成長や

大量生産・大量消費・大量廃棄のライフスタイルの定着を背景に、自動車の利用に伴う大気汚染や振動・騒音、

生活排水による水質汚濁、廃棄物の増加など、わたしたち一人ひとりの普段の生活における活動が発生源である

「都市生活型公害」が顕在化してきました。 

 

○環境審議会委員名簿 

 氏 名 役  職  等 

 安倍 眞知子 ＪＡふくしま未来女性部 福島地区本部 部長 

 石髙 久美子 福島市消費者団体懇談会 会長 

 各務 竹康 公立大学法人福島県立医科大学 医学部 准教授 

 後藤 忍 国立大学法人福島大学 共生システム理工学類 教授 

 杉山 直樹 環境省東北地方環境事務所 環境対策課長 

○ 須藤 康子 福島商工会議所女性会 会長 

 田崎 由子 うつくしま地球温暖化防止活動推進員 

 冨永 幸宏 福島県県北地方振興局県民環境部主幹兼副部長 

◎ 中田 俊彦 国立大学法人東北大学大学院 工学研究科 教授 

 長渡 真弓 日本野鳥の会ふくしま 幹事 

 旗野 礼子 福島市立金谷川小学校 校長 

 三島 昭二 福島市衛生団体連合会 会長 

備考 １  ◎ 会長 ○ 副会長 

   ２  任期 令和５年４月１９日～令和７年３月 31日 

   ３  名簿は五十音順、敬称略、令和７年３月 31日現在 

開催月日 主 な 審 議 事 項 

令和６年 

8月29日 

・ノーモア メガソーラー宣言の趣旨に基づく条例 

制定について 

・環境基本計画の策定及び脱炭素社会実現実行計画 

の中間見直しについて 

令和６年 

10月18日 

・福島市再生可能エネルギー発電施設の適切な設置 

及び管理に関する条例（案）について 

・令和５年度実績報告について 

令和７年 

2月5日 

・パブリック・コメントの実施結果について 

・福島市再生可能エネルギー発電施設の適切な設置

及び管理に関する条例原案について 

・福島市環境審議会条例の改正について 
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（５）地球環境問題 

1980年代以降、地球温暖化や生物多様性の損失、熱帯雨林の減少、砂漠化の進行、オゾン層の破壊、途上国の

公害など、地球規模での環境問題が拡大しています。 

特に地球温暖化（図 1-1-4）に関しては、近年の平均気温の上昇、大雨の頻度の増加により、農産物の品質の

低下、災害の増加、熱中症のリスクの増加など、気候変動及びその影響が全国各地で現れており、気候変動問題

は、人類や全ての生き物にとっての生存基盤を揺るがす「気候危機」とも言われています。 

2015年、フランス・パリにおいて、COP21 が開催され、法的拘束力のある国際的な合意文書となるパリ協定が

採択されました。パリ協定では、世界共通の長期目標として「世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃

より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること」などが設定されました。 

2020年 10月、わが国は、2050 年までにカーボンニュートラル、すなわち脱炭素社会の実現を目指すことを宣

言しました。翌 2021年 4月、地球温暖化対策推進本部において、2030年度の温室効果ガスの削減目標を 2013年

度比 46％削減することを目指し、さらに、50％の高みに向けて、挑戦を続けていくことを宣言しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27（2015）年９月には、平成 28（2016）年から令和 12

（2030）年までの国際社会共通の目標として、「持続可能な開

発目標」(Sustainable Development Goals：SDGs)を中核とす

る「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」が、国連サミ

ットで採択されました。SDGsは、17ゴール（図 1-1-5）とゴー

ルごとに設定された 169ターゲットから構成されており、途上

国に限らず先進国を含む全ての国に適用される普遍性が最大

の特徴です。 

 

 また近年、海岸への漂着や海水に漂う海洋ごみが問題となっ

ています。海洋ごみのなかには、マイクロプラスチックと呼ば

れる５㎜以下のプラスチックも増えており、生態系や人体への

影響が懸念されています。 

 

都市生活型公害も地球温暖化に代表される地球環境問題も、わたしたち一人ひとりがその原因者である、とい

う点で共通しています。家庭から排出されるごみや生活排水も、自動車から排出される排気ガスも、わたしたち

の何気ない普段の生活から排出されるものです。地球温暖化の原因とされる二酸化炭素は、直接的な化石燃料の

消費だけでなく、多くのエネルギーを消費して輸送される輸入食品の購入など、普段の生活の直接目に見えない

ところでも大量に排出されています。 

このほか、東日本大震災以降全国で進められてきた再生可能エネルギー推進施策は、メガソーラーや風力発電

施設の大規模な山林開発を助長し、自然破壊や景観の悪化といった新たな課題も生じさせています。 

これらの問題は、わたしたちのライフスタイルにも密着しているため、わたしたち一人ひとりが環境へ負荷を

与えていることをしっかりと認識し、その上で適正な対策を講じていく必要があります。 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）報告書

では「人間の影響が温暖化させてきたことは疑

う余地がない」と断言しました。 

世界の平均気温は全ての将来シナリオにおい

て、2040年までに1.5℃に達し、その後少なく

とも今世紀半ばまでは上昇を続けます。温室効

果ガスの排出量が大幅に減少した場合には、今

世紀末には、1.5℃以内の気温上昇に抑えられる

ことが示されています。 

図1-1-4 1850年から1900年を基準とした世界平均気温の変化 

図1-1-5 ＳＤＧｓの 17のゴール 

出典：IPCC「第6次評価報告書第Ⅰ作業部会報告書政策決定者向け要約」より環境省作成 

出典：環境省資料 
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（６）東日本大震災による大きな転換 

平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災は、地震による直接的な被害だけではなく、東京電力福島第一原

子力発電所事故に伴う放射性物質の飛散という未曽有の原子力災害を本市にもたらしました。 

原子力災害の影響に対する市民の不安が高まる中、高い水準で推移する空間放射線量や農作物等の食品、井戸

水等の飲料水に含まれる放射性物質の監視と正確な情報の提供等が求められ、平成 23 年 11 月に放射線モニタリ

ングセンターを設置し、空間放射線量や食品等に含まれる放射性物質の測定を行っています。 

（７）環境基本計画と脱炭素社会実現実行計画 

本市では、平成 10 年に「福島市環境基本条例」を制定し、この条例に基づき平成 12 年３月に「福島市環境基

本計画」を策定し、数度の改定を重ねながら環境施策を総合的かつ計画的に推進してきました。 

このほか、平成 23 年３月に「福島市地球温暖化対策実行計画」（計画期間：平成 23～令和２年度）を策定し、

市域全体での温室効果ガスの排出量削減に取り組むとともに、平成 27年２月には、再生可能エネルギーの更なる

推進を目的とする「福島市再生可能エネルギー導入推進計画」（計画期間：平成 27～令和２年度）を定め、環境負

荷の少ない持続的な発展が可能な都市を目指すこととしました。 

令和３年２月には、「福島市地球温暖化対策実行計画」と「福島市再生可能エネルギー導入推進計画」を統合し、

新たに「福島市脱炭素社会実現実行計画」（計画期間：令和３～12 年度）を策定するとともに、2050 年度温室効

果ガス排出量実質ゼロを目指し、「福島市ゼロカーボンシティ宣言」を行いました。 

令和５年８月には、国・県の温室効果ガス削減目標の引き上げを受け、「福島市脱炭素社会実現実行計画」を改

定し、本市の 2030 年度の削減目標を 55％に引き上げるとともに、併せて施策や取組についても一部見直しを行

いました。 
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○環境部組織図（令和７年３月３１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

○環境課事務分掌（令和７年３月３１日現在） 

１ 環境衛生に関する総合企画及び調整に関すること。 

２ そ族衛生害虫の駆除に関すること。 

３ 衛生団体に関すること。 

４ 埋火葬に関すること。 

５ 福島市斎場との連絡調整に関すること。 

６ 福島市墓地その他公共墓地及び新山霊園に関すること。 

７ 墓地等の経営許可等に関すること。 

８ 環境の監視、調査及び指導に関すること。 

９ 公害の防止対策に関すること。 

10 公害に関する相談及び苦情処理に関すること。 

11 環境保全に関する総合企画及び調整に関すること。 

12 環境基本計画に関すること。 

13 地球温暖化対策の推進に関すること。 

14 ゼロカーボン庁内率先計画に関すること。 

15 再生可能エネルギーの推進に関すること。 

16 放射性物質の測定及び放射線物質の測定に係る支所等との連絡調整に関すること。 

17 空間放射線量の測定に関すること。 

18 部の庶務に関すること。 

 

廃棄物対策課 

ごみ減量推進課 

環境衛生係 

温 暖 化 対 策 推 進 係 

環

境

部 

放射線モニタリングセンター 

リサイクルプラザ 

 

環 境 課 

環境 再生推進課 

あぶくまクリーンセンター 

あらかわクリーンセンター 

環境 施設整備室 

環境保全係 

斎 場 



 

 

 

 

 

第１章 環境基本計画 

 

第２章 脱炭素社会実現実行計画 

（区域施策編） 

 

第３章 ゼロカーボン庁内率先計画 

（事務事業編） 

 

 

 

 

 

 

第２部 環境施策編 
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１．計画の位置付け 

本計画は、市の最上位計画である「福島市総合計画」を環境面から推進するためのもので、福島市環境基本条

例の基本理念に基づき、市民、事業者、市が一体となって環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的

に推進することにより、本市の豊かな自然を守り、人と自然が共生し、環境への負荷が少ない快適で持続的な発

展が可能な都市を目指すことを目的とします。 

本計画の計画期間は、令和３（2021）年度から令和７（2025）年度までの５年間です。 

 

２．施策体系 

みんなで 

目指す 【基本方針】 【基本施策】 【施策の内容】 

環境都市像 

  

第１章 環境基本計画 

第１節 環境基本計画の概要 
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１．地球温暖化対策の推進  

【目標】地球温暖化を食い止めるために、再生可能エネルギーの導入や省エネルギーの徹底を図ります。 

 

地球温暖化は、私たちの日常生活や事業活動と密接なつながりがあります。温室効果ガスの中でも二酸化炭素

は特に排出量が多く、温暖化への影響が大きいとされています。化石燃料由来のエネルギーの消費を減らし、再

生可能エネルギーの導入を進めるとともに、一人ひとりのライフスタイルを見直すことで、温室効果ガスの排出

量を減らすことができます。 

 

本市では、令和３年２月に「福島市ゼロカーボンシティ宣言」を行い、2050 年度までに本市からの温室効果

ガス実質排出量ゼロの実現のために取り組みを進めています。 

再生可能エネルギーの導入を促進するため、公共施設への再エネ設備の導入を進めているほか、一般住宅の脱

炭素化に貢献する太陽光発電設備等の設置に対し助成を行っています。 

また、エネルギーの効率的な利用を推進するため、自動車の適正利用や省エネ設備の導入などを市民に呼びか

けるとともに、脱炭素化に向けたライフスタイルや事業活動の転換と普及を進めるため、クールシェア・ウォー

ムシェアの取組を行うなど、省資源・省エネ型ライフスタイルの啓発に努めています。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容等 担当課 

公共施設への太陽光

発電設備導入 

市の施設（支所・学校等）において、太陽光発電設備の導入を進めています。 

Ｒ６年度末現在：導入済箇所数２４箇所、最大出力（計）345.98kW 
各 課 

再生可能エネルギー

等施設整備資金利子

補給事業 

金融機関から融資を受けて、再生可能エネルギー・省エネルギー施設の整備をする

中小企業等に対して、利子補給を行いました。 

 Ｒ６実績（利子補給件数・金額）:７件、554千円  

環境政策課 

脱炭素住宅整備助成

事業 

家庭の再生可能エネルギー導入を推進するため、太陽光、蓄電池、V2H、HEMS、家

庭用電気自動車充電設備の設置費用の一部を助成しました。 

Ｒ６実績（補助件数・金額）:３９８件、34,490千円 

環境政策課 

ごみ焼却による発電 
ごみ焼却熱を利用し発電を行い、電力使用量の削減を図りました。 

Ｒ６発電量実績：26,289,740kWh/年（前年度比 5.5％減） 

あぶくま・
あらかわ 
ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

果樹剪定枝まきストー

ブ等マッチング事業 

「ストーブ等の燃料として使用するまきを自分で調達したい」方と、「果樹等の剪

定枝を引き取ってほしい」果樹等生産者の方、それぞれに登録いただき、市が両者

を仲介する事業を実施。両者で薪の受け渡し（推計 72.8ｔ）が行われた。 

Ｒ６実績：薪の提供者（生産者）３５名、薪の利用者（受取人）７９名 

農業振興課 

水素の利活用に向け

た動き 

水素社会実現に向け、「ふくしま水素ひろば」を開催し、水素活用の普及促進を図

りました。また、燃料電池自動車（ＦＣＶ）の導入を支援しました。 

 Ｒ６実績（補助件数・金額）：１件、200千円 

環境政策課 

ＭＯＭＯＲＩＮ（もも

りん）シェアサイクル

事業 

市内中心市街地に設置されたサイクルポートであれば、どこでも自転車のレンタ

ル・返却ができるサービスで、中心市街地へ公共交通機関で来られる方への二次的

な交通手段として、また目的地までの最終移動手段として利用されています。令和

６年度は、ポート２箇所増設など利便性の向上を図りました。 

Ｒ６実績：３２，８４７回 

交通政策課 

生垣設置補助事業 
市緑化基金を活用し、緑化を推進するため生垣設置に対し補助しました。 

Ｒ６実績（補助件数）：２件 
公園緑地課 

 

  

第２節 脱炭素社会の実現を目指した気候変動対策 

福島市は令和３年２月にゼロカーボンシティ

宣言をしました 
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２．気候変動の影響への適応策の推進 

【目標】安心安全に暮らし続けられるよう気候変動に対する適応策を推進します。 

 

温室効果ガス排出に関する対策を最大限に実施した場合

でも、一定程度の気温上昇は避けられないと予測されており、

気候変動は起こりうる事象として受け止め、それに適応でき

る地域を形成する必要があります。 

このため気候変動対策として、温室効果ガスを削減する

「緩和策」と気候変動の影響に備える「適応策」は車の両輪

として、同時に推進していくことが重要です。 

また、気候変動の影響は、地域によってその影響の種類も

度合いも異なり、都道府県や市町村の境界を越えて発生する

ことから、地域内の地方公共団体が連携して、地域の特性に

応じた効果的な適応策を推進することが大切です。 

 

 【主な取組】 
 

取組名 取組内容等 担当課 

気候変動適応学習会 

福島県気候変動適応センターと連携し、ふくしま環境フェスタで普及啓発を行い、

気候変動の影響と適応への理解を深めました。 

Ｒ６実績（参加者数）：１，４０９人 

環境政策課 

気候変動適応に関す

る市民参加型モニタ

リング調査 

気候変動適応東北広域協議会の共同調査として、生物季節観測のモニタリング調

査を実施し、気候変動適応に関する基礎データの収集を行いました。 

Ｒ６実績：桜開花日４月８日、モミジ紅葉日１１月２０日、 

イチョウ黄葉日１２月４日 

環境政策課 

環境月間記念行事 

（６月） 

市の公共施設（支所、学校等）にグリーンカーテン用の苗を配布しました。 

Ｒ６実績（配布箇所）：５７箇所 
環境政策課 

 

【進行管理指標】 
 

 
基準値 実績値 目標値 令和６年度

目標に対す

る進捗率 
評価 

令和元年度 令和６年度 令和６年度 令和７年度 

温室効果ガス実質 

排出量 

2,106千ｔ-CO2 

（平成29年度） 

1,940千ｔ-CO2 

（令和4年度） 

1,767千ｔ-CO2 

（令和4年度） 

1,687千ｔ-CO2 

（令和5年度） 
49% Ｄ 

エネルギー自給率 

（電力） 
30.8% 49.2% 49.0% 51.4% 100% Ａ 

防災メールマガジン 

登録者数 
約 5,400人 7,250人 9,080人 10,000人 50% Ｄ 

渋川ほか８河川改良率 67.0% 94.8% 74.0% 75.7% 100% Ａ 

 

 

 

 

出典：気候変動適応情報プラットフォーム 
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【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【進行管理指標の進捗状況】 

 本計画の進行管理指標について、下記算定方式を用いて、それぞれの進捗率を算出後に評価区分に従い評

価を行います。 

なお、指標によっては下記に当てはまらない場合があります。 
 
①進捗率の算定方式 

（評価年度実績値－基準値）÷（評価年度目標値－基準値）×100(％) 
 
②評価区分 

Ａ評価：進捗率 100％以上  Ｂ評価：80％≦進捗率＜100％  Ｃ評価：60％≦進捗率＜80％ 

Ｄ評価：進捗率＜60％ 
 
③年度ごとの目標値の設定方法 

目標値から基準値を差し引き、計画期間（５年間）で除する。 

＜例＞指標名：防災メールマガジン登録者数 

   基準値：約 5,400人、目標値（令和７年度）：10,000人 

   各年度の目標値：10,000人－約 5,400人＝4,600人、4,600人÷５＝920人/１年当たり 

【Ｒ３】6,320人 【Ｒ４】7,240人 【Ｒ５】8,160人 【Ｒ６】9,080人 【Ｒ７】10,000人 
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１．資源循環によるごみの減量化の推進 

【目標】ライフサイクル全体での資源循環により、ごみ減量化 

を推進します。 

 

本市の特性に応じたライフサイクル全体での資源循環を促進

するため、市民、事業者、行政の協働のもと、３Ｒ（リデュース、

リユース、リサイクル）の推進を図り、更なる減量化・資源化に

努めました。 

令和６年度は、生活系資源にできない燃やすごみのうち約４割

と最も割合の多い生ごみ減量を目的に、「生ごみゼロチャレン

ジ！」事業として「キエーロ」の普及啓発を行ったほか、事業所

と連携したフードシェアリングサービス「ふくしまタベスケ」な

どによる食品ロスの削減や、適正な分別排出の呼びかけを行いま

した。 

 

 

【主な取組】 
 

取組名 取組内容等 担当課 

生ごみゼロ 

チャレンジ事業 

キエーロ講習会では、開発者の松本信夫氏の講師招聘や小学生向けペットボトル

型簡易キエーロの作り方・観察方法の紹介動画作成に尽力していただいた。 

 Ｒ６実績：食品ロス削減パネル展 ３回、キエーロ講習会 １回、 

マイスター育成講座 １回 

ごみ政策課 

小型家電・古着・古紙・

充電式電池類のイベ

ント回収 

再資源化を図るため、イベント回収を実施しリユース事業に取り組みました。 

 

Ｒ６実績：開催回数 ２回、回収量 合計 10t 

ごみ政策課 

生ごみ処理容器購入

費助成事業 

生ごみ処理容器の購入費の一部を助成することで、ごみの減量化・資源化を促進

しました。 

Ｒ６実績（助成件数）：３６５件、2,906千円 

ごみ政策課 

家庭用剪定枝破砕機

貸与事業 

「草枝類」の減量化・資源化を図るため、家庭用剪定枝破砕機貸与事業を実施し

ました。 

 Ｒ６実績（貸出件数）：６０件 

ごみ政策課 

 

 

２．廃棄物の安定的・効率的な適正処理 

【目標】快適な暮らしを守るために、適正な廃棄物の処理を 

推進します。 

 

ごみの適正排出と安全で効率的な収集運搬を進めるとともに、

中間処理施設や最終処分場を適正に運営しています。 

本市では、これまで使用していた一般廃棄物最終処分場（金沢

第二埋立処分場）の残余容量が少なくなってきたことから、新た

に大舘山一般廃棄物最終処分場の建設を進め、令和４年２月に完

成、同年６月から供用を開始しました。 

 
大舘山一般廃棄物最終処分場全景 

第３節 持続可能な循環型社会の構築 
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【主な取組】 
 

取組名 取組内容等 担当課 

大舘山一般廃棄物最

終処分場建設 

令和４年２月に完成、同年６月に供用を開始し、埋立廃棄物の搬入管理の徹底、

搬入禁止廃棄物の混入防止など、適正な最終処分の推進を図りました。 

環境施設整備課 

あぶくま 

クリーンセンター 

あぶくまクリーン 

センター焼却工場 

再整備事業 

安定的、効率的なごみ焼却実現のため、令和９年度末の新施設完成を目指し、令

和６年１２月から建設工事に着手しました。 
環境施設整備課 

産業廃棄物処理業者

等への指導 

産業廃棄物処理業者（収集運搬業及び処分業）等への許可、排出事業者や処理業

者への立入調査・指導等を行い、適正処理の徹底を図りました。 

 Ｒ６実績（立入調査・指導等回数）： ５４回 

廃棄物対策課 

不法投棄パトロール 

不法投棄監視員によるパトロールや不法投棄事案等に関する通報に迅速に対応

し、不適正処理や不法投棄の未然防止と早期発見に努めました。 

 Ｒ６実績（パトロール回数）：２５２回 

廃棄物対策課 

 

 

 

【進行管理指標】 
 

 
基準値 実績値 目標値 令和６年度

目標に対す

る進捗率 
評価 

令和元年度 令和６年度 令和６年度 令和７年度 

１人１日当たりの生活系

ごみ排出量（資源物、集資

源回収量を除く） 

770ｇ 596ｇ 530ｇ以下 73% Ｃ 

事業系ごみ排出量 30,926ｔ 29,110ｔ 24,200ｔ以下 27% Ｄ 

最終処分量 16,860ｔ 10,283ｔ 13,300ｔ以下 100% Ａ 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
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１．自然環境の保全と活用 

【目標】自然環境の保全と活用により、自然が有する機能
や魅力の向上を図ります。 

 

豊かな生物多様性に支えられた生態系は、人間が生存するた

めに欠かせない恵みをもたらしています。本市にはすぐれた自

然が数多く残されており、生物多様性を育みながら、自然環境

を保全し、活用していくことが重要です。 

水林自然林は本市西部の荒川沿いに位置し、市民が身近に自

然体験できる場として利用されています。 

 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容等 担当課 

水林自然林事業 

山野草・野鳥の案内、バードウォッチング、フォトコンテストを開催し、身近に自

然体験できる場として広く利用を提供しました。令和６年度の延べ利用者数は ２

５，５３９人で、前年度比 18%減少しました。クマの出没による利用休止等のため、

利用者が減少したものと考えられます。 

農林整備課 

森林環境交付金事業 

市内小学校に対し、森林への理解を深め、森林保全への意識醸成を図るため、森林

環境学習に必要な経費を補助しました。 

 Ｒ６実績（森林環境学習校数）：３８校 

農林整備課 

阿武隈川サミット 

流域の自治体との連携により各種事業を行い、河川環境保全意識を高めました。 

 Ｒ６実績（参加者数）：阿武隈川春のサイクリング ７６人 

阿武隈川サミット30周年記念講演会 １０４人 

河川課 

 

 

２．自然とのふれあいの推進 

【目標】自然とのふれあいにより、健康で心豊かな暮らしの 

充実を図ります。 

 

各種講座やイベントなどを通じて自然とふれあう機会を創出

することで、自然に対する知識と理解を深め、環境保全への意識

を高めます。 

 

 

  【主な取組】 

取組名 取組内容等 担当課 

小鳥の森事業 
自然観察会、探鳥会、環境保全、木工クラフト体験を開催しました。 

令和６年度の延べ来場者数は１５，９６３人で、前年比 8％増加しました。 
農林整備課 

花見山公園周辺 

環境整備事業 

花見山観光振興協議会と連携し、景観植物の植栽や休耕地の草刈り、老木化した花

木の更新など原風景の維持を図りました。 

なお、首都圏と花の見頃が重なったことにより、来訪者数が減少したと考えられる。 

Ｒ６実績（延べ来客数）：約 88,000人（前年比 6%減） 

観光交流推進室 

 

第４節 生物の多様性を育む豊かな自然環境との共生 

阿武隈川サミット 

小鳥の森での学習活動の様子 
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３．動植物の保全と外来種対策の推進 
【目標】生物多様性の保全を図り、生態系の機能の維持・向上を図ります。 

 

生態系全体を考慮した生物の生息・生育環境を保全するととも

に、在来種を保護し、外来種（特定外来生物など）への対策を進

める必要があります。 

また、有害鳥獣（サル、クマ、イノシシ、カラスなど）による

被害を軽減するための対策を進めています。 

 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容等 担当課 

特定外来生物駆除 
特定外来生物について、市民からの被害連絡を受け、駆除しました。 

Ｒ６実績：アライグマ１４頭 
環境衛生課 

有害鳥獣被害対策

事業 

野生鳥獣による農作物被害を防ぐため、捕獲、見回りの強化を実施しました。 

Ｒ６実績（捕獲数）：ニホンザル１１９頭（前年比 10%減）、 

イノシシ１，０７９頭（前年比 7%増） 

農業企画課 

保存樹木補助事業 
保存樹の維持管理に要する経費の一部を補助しました。 

Ｒ６実績（補助件数）：３１件 
公園緑地課 

 

【進行管理指標】 

 
基準値 実績値 目標値 令和６年度

目標に対す

る進捗率 

評価 
令和元年度 令和６年度 令和６年度 令和７年度 

民有林整備面積 148.7ha 357.3ha 215.4ha 232.0ha 100% Ａ 

多自然型工法河川整備

延長 
24,173m 24,316m 24,240m 24,257m 100% Ａ 

新規就農者数 
145人 

（平成 28～令和 2
年度の5年間） 

184人 
（令和3～6年度

の4年間） 

160人 
（令和3～6年度

の4年間） 

200人 
（令和3～7年度
の5年間） 

100% Ａ 

農用地利用集積面積 1,066ha 1,409ha 1,306ha 1,366ha 100% Ａ 

自然観察会、自然体験

講座等の開催回数 
250回 338回 毎年 250回以上 100% Ａ 

都市公園面積 321.65ha 321.88ha 322.87ha 323.17ha 19% Ｄ 

一人当たりの都市公園

面積 
11.65㎡ 12.24㎡ 11.85㎡ 11.90㎡ 100% Ａ 

特定外来生物捕獲数 
未集計 

※参考 12頭 
（令和2年度） 

14頭 年間 10頭 100% Ａ 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

 
  

特定外来生物（アライグマ） 
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１．水資源の保全 

【目標】健全な水資源を維持し、安心安全な水資源を育みます。 

生活排水や事業活動による排水対策を進め、水質や水資源の維持を図っています。 

 

【主な取組】 
 

取組名 取組内容等 担当課 

河川水質調査 
市内を流れる河川の水質調査を毎月実施しました。 

Ｒ６実績（箇所数）：17河川 23地点 
環境衛生課 

浄化槽設置整備事業 

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、浄化槽を設置する個人に

対して費用の一部補助を実施しました。 

Ｒ６実績（補助件数）：１４３件 

上下水道局 

下水道管理課 

公共下水道事業 

生活排水処理のため公共下水道の整備を図り、阿武隈川流域の河川水質保全を図

りました。 

Ｒ６実績：処理区域人口 １７８，１４６人、普及率 67.8% 

上下水道局 

下水道整備課 

 

 

２．大気環境の保全 

【目標】良好な大気環境を維持し、市民の暮らしや健康を守ります。 

 

事業活動からのばい煙や自動車等からの排出ガス対策を

進め、大気質の監視を行っています。 

令和６年１０月には、国が実施するエコ通勤（公共交通の

利用促進、徒歩・自転車通勤の推奨、在宅勤務、時差出勤）

に県、民間事業者等と連携して取組を推進し、市内の渋滞緩

和や環境改善を図りました。 

また、公用車更新時に電気自動車等の電動車導入について

検討し、ＥＶ車２台、ＨＶ車１台を導入しました。 

 

 

 

 

 

【主な取組】 
 

取組名 取組内容等 担当課 

ＴＤＭ関連事業 
国が実施するエコ通勤に県、民間事業者等と連携して取り組みを推進し、CO2の削

減を図りました。 
交通政策課 

ＥＶバスの活用 
民間事業者が導入する本市初のＥＶバスに対して、「環境にやさしく、乗って楽し

いバス」をコンセプトとした架装整備にかかる経費の一部を補助しました。 
交通政策課 

  

第５節 安心安全を支える生活環境の保全 

出典：福島県渋滞対策連絡協議会 
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３．その他公害等の未然防止 

【目標】公害等の未然防止に努め、快適で安全な生活環境を 

確保します。 

 

騒音・振動、悪臭、土壌汚染防止対策を行い、公害の未然防止に努

めています。 

 

 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容等 担当課 

騒音・振動調査 

市内で発生する様々な騒音・振動について調査を実施しました。令和６年度の基準

値超過地点等は次のとおりです。 

①環境騒音調査（８地点）…………………………なし 

②自動車交通騒音・振動調査（点的評価：12地点）……４地点 

③高速自動車道騒音調査（３地点）………………なし 

④東北新幹線鉄道騒音・振動調査（７地点）……７地点 

⑤自動車交通騒音調査（面的評価：３路線）…なし 

環境衛生課 

ダイオキシン類 

実態調査 

市内各所でダイオキシン類実態調査を実施した結果、基準値を超過した地点はあり

ませんでした。 

①公共用水域（３地点）、②地下水（１地点）、③土壌（１地点）、 

④大気（１地点） 

環境衛生課 

公害苦情相談 

市民から寄せられた公害苦情相談について、個別に必要な調査、指導及び助言等

を実施しました。 

令和６年度の公害苦情件数は１６件でした。 

環境衛生課 

【進行管理指標】 

 
基準値 実績値 目標値 令和６年度

目標に対す

る進捗率 

評価 
令和元年度 令和６年度 令和６年度 令和７年度 

汚水処理人口普及率 87.2% 90.4% 90.24% 91.0% 100% Ａ 

河川の BOD値環境基準値・ 

環境基準準用値達成地点数 

8/8 

12/15 

8/8 

14/15 

8/8 

12/15 
100% Ａ 

光化学スモッグ注意報・ 

警報の発令数 
0件 0件 0件 － － 

本市では、法及び条例による

改善勧告・命令を行わなけれ

ばならないような公害の発

生が無い状況が続いていま

す。今後もこの状況を継続す

ることを目標とします。 

公害なし 公害なし 公害なし － － 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

 

事業場排水の水質検査の様子 
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１．放射線対策の充実 

【目標】不安を感じることなく、健康で安心な暮らしのために、放射線対策の推進を図ります。 

 

本市では、放射線に対する不安を軽減するため、健康づくりや放射線量等のモニタリングを実施しています。 

公共施設や教育施設等で環境放射線量の測定を継続しているほか、測定結果等を市民に公表しています。 

 

【主な取組】 
 

取組名 取組内容等 担当課 

環境放射線量測定 

公共施設を中心に年６回にわたり空間放射線量の定点測定を実施・公表しま

した。また、空間線量の全体的・局所的な状況を可視化するためメッ 

シュ方式による全市放射線量測定マップを作成・公開しました。 

Ｒ６実績（測定箇所）：各支所等 １５９箇所、マップ ３，３０１地点 

環境衛生課 

食品等放射能簡易測定 

市民持ち込みによる出荷・販売を目的としない食品中の放射性物質濃度の測

定を市内11箇所の測定所で実施しました。 

Ｒ６実績（測定件数）：１，３６３件 

環境衛生課 

市産農産物（出荷物）の

放射性物質検査 

出荷･販売を目的とする市産農産物（園芸品目）について、放射性物質のモニ

タリング検査を実施しました。 

Ｒ６実績（検査件数）：６，７４３件 

農業振興課 

 

 

２．原子力災害に関する情報発信 

【目標】正しい情報を市内外に発信し、風評払拭や本市の魅力をＰＲします。 

 

 本市の現状に関する正しい情報発信を行い、農産物等の安全性や魅力を発信する取組の一つとして、「放射線対

策ニュース」を年４回（６月、９月、１２月、３月）配信しました。 

 また、正しい知識を身に付け、放射線に対する不安解消のため、「放射線と市民の健康講座」を開催しました。 

 

 

 

【進行管理指標】 
 

 
基準値 実績値 目標値 令和６年度

目標に対す

る進捗率 

評価 
令和元年度 令和６年度 令和６年度 令和７年度 

放射線に関する健康講座 

受講後の不安軽減率 
88.9% 90.3% 91.4% 92.0% 58.3% Ｄ 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
 

  

第６節 原子力災害からの環境再生の推進 
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１．良好な地域資源の保全と創出 

【目標】福島らしい景観や歴史文化を守り、育むことにより、本市の個性や魅力を創出します。 

 

「福島市景観まちづくり計画」に基づき豊かな自然景観を保全し、地域特性を生かした景観の形成・活用に

努めています。また、文化財や歴史遺産の保存・活用を図り、文化や歴史とふれあうことができる地域づくり

を進めています。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容等 担当課 

埋蔵文化財啓発事業 

じょーもぴあ宮畑春の陣・秋の陣、エントランス企画展を開催し、宮畑遺跡を

はじめ、市内遺跡の啓発事業を推進しました。 

 Ｒ６実績（延べ参加者数）：４４，９８２人 

文化振興課 

 

２．環境の側面からの経済活動の支援 

【目標】環境の側面から経済活動を支援し、地域資源の保全、価値の向上に努めます。 

 

環境に配慮した設備等の導入を支援するとともに、エコ商品の利用促進を図ることなどで、環境産業を支援

しています。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容等 担当課 

脱炭素住宅整備助成 

事業 

家庭の再生可能エネルギー導入を推進するため、住宅用太陽光発電システム、

蓄電池システム、Ｖ２Ｈ機器、ＨＥＭＳ等の設置費用の一部を助成しました。 

Ｒ６実績（助成件数、助成金額）：３９８件、34,490千円 

環境政策課 

グリーン購入の推進 
本市の取組みとして「グリーン購入基本方針」を定め、環境に配慮した物品や

サービス等の優先的な購入を推進しています。 
環境政策課 

 

３．快適な都市環境の創出 

【目標】潤いと安らぎを与える快適な都市環境を創出します。 

 

環境に配慮したまちづくりを推進し、潤いのある都市環境を創造するために、市民や事業者、関係機関等と

連携を図っています。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容等 担当課 

ムクドリ・カラス対策 

事業 

ムクドリ飛来対策用のＬＥＤ照明を導入し、地元町会等と連携し追い払いを実

施しました。また、カラス対策では、音声再生装置を駅前で２台、パセオ通り

周辺には１０台配置し、被害軽減に向けた対策を実施しました。 

環境衛生課 

交通安全施設整備事業 

より安全でゆとりのある歩道空間の確保や歩道の段差解消などの道路整備や

修繕を行いました。 

Ｒ６整備路線数：２路線 

道路保全課 

道路整備課 

  

第７節 市民・事業者とのパートナーシップによる 

地域づくり・人づくり 
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４．環境教育・環境学習の推進 

【目標】環境教育・環境学習の推進を図り、市民、事業者の主体的な環境保全への取組を促進します。 

市民や事業者に対する環境教育・環境学習の推進するため、環境に関する情報提供のほか場所や機会の充実を

図っています。 

（１）ふくしまエコ探検隊 

市内の小学４～６年生を対象に「ふくしまエコ探検隊」を結成

し、野外活動や施設見学などの体験を通して、福島市の身近な環

境について学習しています。カリキュラムの作成や学習会の実施

にあたり、福島大学の協力を得ています。 

令和６年度は、トレードオフをテーマに隊員２２名で全７回の

活動を行いました。 

 

 

 

（２）環境副読本「わたしたちの福島」 

身近な福島市の環境を題材とした環境副読本「わたしたちの福島」を小学校新４年生向けに作成し、

環境学習の一助として活用してもらい、環境教育の推進を図っています。 

 

【主な取組】 

取組名 取組内容等 担当課 

ゼロカーボンアクション

実践講座 

地球温暖化対策として、各家庭や職場でできる省エネ・省資源の取り組みの

実践を促すため、エコクッキングなどの家庭向け講座を実施。 

Ｒ６実績：開催数５回、参加者数２６２名 

環境政策課 

 

 

５．環境保全活動の推進 

【目標】各主体の役割に応じた環境保全活動を推進します。 

一人ひとりの環境保全の取組を推進するとともに、地域における環境美化活動を推進します。 

（１）ふくしまきれいにし隊・地域環境保全功績者表彰 

環境保全に関し、顕著な功績があった個人や団体等を表彰しま

した。 

令和６年度は、ふくしまきれいにし隊表彰が２団体、地域環境保全 

功績者表彰が１個人・３団体を表彰しました 

 

（２）ポイ捨てのない美しいまちづくり推進事業 

市民との協働により、ポイ捨てを防止し、ごみのない美しいま

ちづくりを推進するため、モデル地区の指定を行っています。 

令和６年度は、18地区が指定されました。 

 

営農型発電施設見学 

ふくしまきれいにし隊・地域環境保全功績者 
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６．パートナーシップによるネットワーク形成の推進 

【目標】市民・事業者・市等が環境活動に共創して取り組むため、ネットワーク形成の推進を図ります。 

（１）Ｅ
イー

－Ａｃｔ
ア ク ト

ふくしま（ふくしま環境基本計画推進協議会） 

「Ｅ－Ａｃｔふくしま」は、令和３年２月に策定した「福島市環境基本計画」及び「福島市脱炭素社会実現実

行計画」の推進母体として、環境の観点からＳＤＧｓにもつながる取り組みを実行していく、市が事務局を務め

る協議会です。学校、事業者など様々な立場から計１９の団体によって構成され、毎年開催している啓発イベン

ト「ふくしま環境フェスタ」などを通じて、幅広い世代のみなさんに環境保全の重要性を伝えています。 

令和４年度には、福島市環境ポータルサイト「ふくエコ」を開設し、脱炭素化に向けた取り組みやごみの減量

化など、環境に関する情報を広く発信しました。 

（２）福島市水素社会実現推進協議会 

事業者や行政など３１名の会員により構成されており、水素社会の実現に向けた情報収集や意見交換を行うと

ともに、イベント等を通じて水素エネルギーの普及・啓発を行っています。 

【主な取組】 

取組名 取組内容等 担当課 

ふくしま環境フェスタ 

「未来へつなぐ ふくしまのエコリレー」をテーマに、地球温暖化防止や

再生可能エネルギー等について普及啓発を行いました。 

Ｒ６実績（来場者数）：１，４０９名 

環境政策課 

水源保全活動 
緑豊かな水源の森を育てるため、摺上川ダム上流の清掃や植林地域の手入
れ等を実施する市民ボランティアに対し補助金を交付しました。 
Ｒ６実績（補助件数）：１件 

上下水道局 

経営企画課 

 

【進行管理指標】 

 
基準値 実績値 目標値 令和６年度

目標に対す

る進捗率 

評価 
令和元年度 令和６年度 令和６年度 令和７年度 

景観形成に関するまちづくりア

ドバイザー派遣回数（累計） 
９回 ９回 １３回 １４回 0% Ｄ 

市指定文化財指定件数 74件 76件 74件 75件 100% Ａ 

市役所のグリーン購入率 84.2% 
89.3% 

(令和5実績) 
毎年 90%以上 88% Ｂ 

生垣設置事業補助対象 

延長（累計） 
6,819m 7,021ｍ 8,440m 8,845m 12% Ｄ 

環境に関する出前講座 

開催数 
22回 

172回（累計） 
※令和3～6年度 

120回（累計） 
※令和3～6年度 

150回（累計） 

年間30回以上 
100% Ａ 

環境に関するイベント等

の来場者数 
1,605人 

7,778人（累計） 
※令和3～5年度 

6,800人（累計） 
※令和3～6年度 

8,500人（累計） 

年間1,700人以上 
100% Ａ 

「ふくしまきれいにし

隊」の登録数 
239団体 240団体 288団体 300団体 0% Ｄ 

環境推進に関する協議会

等に参加する団体の数 
13団体 19団体 19団体 20団体 100% Ａ 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 
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１．計画の位置付け 

本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律及び気候変動適応法に基づく法定計画であり、「福島市環境基

本計画」の個別計画です。 

上位計画とともに、「福島市一般廃棄物処理基本計画」「福島市地域公共交通計画」等の関連計画と連携を図っ

ていきます。 

 

２．計画の対象・基準年度、目標年度 

（１）対象物質、対象範囲 

温室効果ガスの削減対象物質は、エネルギー起源のＣＯ２（二酸化炭素）、農業分野からの温室効果ガス 

(ＣＨ４(メタン)、Ｎ２Ｏ(一酸化二窒素)）、廃棄物からの温室効果ガス(ＣＯ２、ＣＨ４、Ｎ２Ｏ)とします。 

また、市民、事業者、行政の活動に伴う排出を対象範囲とします。 
 

対 象 部門・分野 

市 民 

家庭部門 

運輸部門（自動車） 

廃棄物からの温室効果ガス 

事業者 

産業部門（製造業、建設業、農林水産業） 

業務部門 

運輸部門（自動車、鉄道） 

農業分野（耕作、畜産、農業廃棄物） 

廃棄物からの温室効果ガス 

行 政 廃棄物からの温室効果ガス 

（２）基準年度、目標年度 

本計画の温室効果ガス排出量削減の基準年度を平成 25（2013）年度とし、令和 32（2050）年度を長期目標、

令和 12（2030）年度を第１期目標年度とします。 

 

３．温室効果ガスの削減目標  

本市では、基準年度である平成 25（2013）年度の温室効果ガス実質排出量 2,493.3千ｔ-CO2を令和 12（2030）

年度に 55％削減します。また、長期的目標として令和 32（2050）年度までに実質ゼロを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 脱炭素社会実現実行計画 

第１節 計画の概要と温室効果ガスの削減状況 

温室効果ガス実質排出量の削減目標 

令和12（2030）年度 平成25（2013）年度比 55％削減 

令和32（2050）年度 福島市ゼロカーボンシティ（温室効果ガス排出量実質ゼロ） 



 22 

４．温室効果ガスの削減状況 

（１）温室効果ガス実質排出量  

本市域における令和４（2022）年度の温室効果ガス実質排出量は、1,940 千ｔ-CO2 であり、基準年度（平成

25（2013）年度）と比較して 22.2％の減少となりました。 

なお、排出量を算定するための各種統計データが出そろうまで約 2年かかるため、最新のデータは 2年前の

年度となります。 
 

年度 温室効果ガス実質排出量 基準年度比 

平成 25（2013） 2,493.3千ｔ-CO2 ― 

平成 26（2014） 2,482.0千ｔ-CO2 ▲ 0.5％ 

平成 27（2015） 2,442.4千ｔ-CO2 ▲ 2.0％ 

平成 28（2016） 2,139.4千ｔ-CO2 ▲14.2％ 

平成 29（2017） 2,100.0千ｔ-CO2 ▲15.8％ 

平成 30（2018） 2,086.1千ｔ-CO2 ▲16.3％ 

令和元（2019） 2,018.4千ｔ-CO2 ▲19.0％ 

令和２（2020） 1,935.4千ｔ-CO2 ▲22.4％ 

令和３（2021） 1,932.0千ｔ-CO2 ▲22.5％ 

令和４（2022） 1,940.0千ｔ-CO2 ▲22.2％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）部門別の温室効果ガス排出量の状況について（前年度比） 

ａ）産業部門（前年度比▲3.3％） 

事業者における省エネルギー化の取り組みが進んでおり、特に製造業における燃料消費量が減少した 

ことに伴い、排出量が減少しました。 

ｂ）業務部門（前年度比＋0.6％） 

新型コロナウイルス感染症の影響で落ち込んでいた経済活動が前年度と比較して回復傾向にあり、燃 

料使用量が増加したことに伴い、排出量が増加しました。 

ｃ）家庭部門（前年度比＋2.0％） 

冬季における平均気温が前年度と比較し低かった影響で、電気や灯油などの燃料消費量が増加したこ 

とに伴い、排出量が増加しました。 

ｄ）運輸部門（前年度比▲2.2％） 

 電動車登録台数の増加や燃費の向上等から燃料消費量が減少したことに伴い、排出量が減少しました。 

温室効果ガス実質排出量の推移 



第２章 福島市脱炭素社会実現実行計画 

 23 

ｅ）廃棄物分野（前年度比▲3.1％） 

プラスチックごみや合成繊維の焼却量が減少したことに伴い、排出量が減少しました。 

ｆ）農業分野（前年度比▲2.9％） 

 水田の作付面積が減少し、水田から発生する温室効果ガスが減少したことに伴い、排出量が減少しまし 

た。 

（４）温室効果ガス純吸収量について 

温室効果ガスの純吸収量は、▲26千t-CO2（「森林による吸収量（38千t-CO2）」－「主伐による排出量(64千

t-CO2)」です。里山・広葉樹再生プロジェクト(福島県)や東京オリンピック関連施設への福島県産木材の提供

などにより、樹木の成長量より伐採量が上回ったため、このような結果となりました。 

５．温室効果ガスの将来推計 

今後追加的な対策を講じず、温室効果ガス排出量と関連する活動量(社会情勢や人口等)が経時的に変化した場

合の各部門の温室効果ガス排出量及び森林における純吸収量を推計した結果、令和 12(2030)年度には 1,805.6千

t-CO2(平成 25(2013)年度比で 27.6％削減)、令和 32(2050)年度には 1,624.5 千t-CO2(平成 25(2013)年度比で

34.9％削減)となりました。 

令和 32（2050）年度に温室効果ガス実質ゼロを達成するためには、再生可能エネルギーの最大限の活用、ライ

フ・ワークスタイルシフトによる省エネルギー・省資源の推進、吸収源対策などにより、各部門において排出量

の削減を行っていく必要があります。 

 そのため、第 1期目標年度の 2030年度（55％削減）に向けては、既存の技術の積極的導入により排出量の削減

を図ることとし、2030年度以降については、施策の進捗や新技術の動向などの状況も勘案しながら段階的に取組

を進めていきます。 
 

 

温室効果ガス排出量将来推計値 
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１．多様な再生可能エネルギーの最大限の導入 

脱炭素に貢献する住宅設備への助成や利子補給の実施、また次世代エネルギーパークを活用するなどし、再生

可能エネルギーの普及啓発を行いました。 

また、災害時の防災機能強化も目的として、福島市役所複合棟や松陵義務教育学校へ太陽光発電設備を導入し

ました。 

（１）脱炭素住宅整備助成事業 

家庭の再生可能エネルギー導入を推進するため、平成 22 年度より太陽光発電システムの設置費用の一部を助

成しています。令和３年度からは蓄電池システムや電気自動車充給電設備（Ｖ２Ｈ）、ホームエネルギーマネジメ

ントシステム（ＨＥＭＳ）の設備に対して、令和５年度からは家庭用電気自動車充電設備に対しても助成を行い、

脱炭素住宅の整備を推進しています。 

（２）福島市次世代エネルギーパーク計画推進事業 

次世代エネルギーパーク計画は、再生可能エネルギーをはじめとした次世代のエネルギーに、実際に見て触れ

る機会の増加を通じて、地球環境と調和した将来のエネルギーの在り方に関する理解の増進が図られる計画を、

経済産業省資源エネルギー庁が認定するものです。本市は、平成 27 年 10 月 30 日付けで次世代エネルギーパー

ク計画の認定を受け、「福島市次世代エネルギーパーク計画」に位置付けられている施設（令和６年３月末現在９

施設）を活用して、再生可能エネルギーに関する学習機会の拡充や情報発信等を行っています。 

＜令和６年度実績＞ 

 ・視 察 受 入 等：５団体、80名 

 ・会議開催・参加等：２回、5,892名 

 

＜福島市次世代エネルギーパーク計画関連施設＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

年  度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

助成件数 497 件 419件 341件 376件 340件 429件 398件 

助成金額 56,802千円 31,961千円 25,959千円 38,190千円 33,250千円 35,885千円 34,490千円 

設置出力 約 2,532 kW 約 2,082kW 約 1,644kW 約 2,043kW 約 1,908kW 約 2,261kW 約 2,157kW 

第２節 再生可能エネルギーの導入拡大と効果的な活用 
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２．水素を中心としたエネルギーの効果的な活用 

事業者や行政等が一体となって福島市を中心とする地域における水素社会の実現に向けた取組を総合的かつ

計画的に推進するため、福島市水素社会実現推進協議会において水素社会に関する意見交換を行ったほか、水素

エネルギーに関する普及啓発イベントを実施しました。 

 

３．域外エネルギーの利用促進 

福島水素エネルギー研究フィールド（ＦＨ２Ｒ）で製造された浪江町産の水素の供給を受け、令和７年３月に

供用を開始した福島市役所複合棟で利用するため、関係機関と協議を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標（指標）】 
 

 
基準値 実績値 目標値 令和６年度

目標に対す

る進捗率 

評価 
平成 25年度 令和６年度 令和６年度 令和 12年度 

エネルギー自給率 

（電力） 
23.5% 49.2% 49.0% 63.0% 100% Ａ 

水素利活用・製造・貯蔵

施設数（純水素に限る。モビ

リティを除く。） 
２施設 ２施設 ３施設 ５施設 67% Ｃ 

地域新電力事業者数 １社 １社 １社 ３社 100% Ａ 

水素調達・供給拠点数 １箇所 ２箇所 １箇所 ３箇所 100% Ａ 

 

本計画は環境基本計画における地球温暖化対策分野の個別計画であることから、目標（指標）により計画の進

捗状況を把握し、定期的に評価・分析を行います。 

 

 

 

 

  

福島市役所複合棟に設置した純水素燃料電池 

＜目標（指標）の進捗状況＞  

環境基本計画の進行管理指標と同様に、令和元年度を基準に進捗率を算出します。（Ｐ10参照） 

なお、年度ごとの目標値の設定は、目標値から基準値を差し引き、計画期間（10年）で除します。 

ただし、指標によってはこれに当てはまらない場合があります。 

ふくしま水素ひろばの様子 
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１．交通・移動に関するシフト 

国が実施するエコ通勤に県、民間事業者等と連携して取り組

みを推進したほか、パークアンドライドや宅配便等の受け取り

における再配達防止などの普及啓発を行いました。 

中心市街地においては、「ＭＯＭＯＲＩＮ（ももりん）シェア 

サイクル事業」を実施し、自転車利用を推進しました。 

 

 

 

 

 

 

 

２．建物・住宅等に関するシフト 

本市では、太陽光発電設備導入への助成に加え、令和３年度

からはＨＥＭＳ（ホームエネルギーマネジメントシステム）や

家庭用蓄電池等への助成を行っています。 

また、令和 7年 3月に供用を開始した福島市役所複合棟では

太陽光発電設備（20kW）や純水素燃料電池（5kW）により施設で

使用する電力の一部をまかない、環境負荷軽減を図りました。 

 

 

 

 

 

３．廃棄物に関するシフト 

家庭系資源にできない燃やすごみのうち約 4 割を占める生

ごみの減量を目的に、「生ごみゼロチャレンジ！」を展開し、

キエーロ実演会（令和 6年 5月 30日）や講演会（令和 6年 7

月 28日）を開催しました。また、令和 6年 6月号の市政だよ

りでの特集記事掲載を契機に多くの問い合わせが寄せられた

ことから、ダイユーエイトと連携してキエーロセットの販売

を開始するとともに、開封調査の導入やごみ名称の変更、電池

類を資源物として回収をスタートさせるなど、ごみの減量化・

資源化の取り組みを進めました。これらの取り組みにより、ご

みの減量を進め、収集・運搬・処分の各段階における効率化を

図り、環境負荷の軽減につなげました。 

  

第３節 省エネルギー・省資源に向けた 

        ライフ・ワークスタイルシフト 

福島駅東口のサイクルポート 

福島市役所複合棟 
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４．ライフ・ワークスタイルシフトを促す普及啓発・教育  

快適な生活環境を維持した中で、我慢を強いることなく温室

効果ガス削減に寄与していく新たなライフスタイルを提案し、

省エネルギー・省資源の推進を図るため、「ふくしま環境フェ

スタ」や「ふくしま水素ひろば」などの各種イベントにおいて

も、省エネ行動の促しを実施しました。 

  

 

 

  

  

５．省エネルギー・省資源に向けた市の率先的な取組 

市自身が一事業者・一消費者として、率先して環境保全に向けた取組を実行するため、ゼロカーボン庁内率

先計画に基づいて、省資源・省エネルギー・廃棄物減量等に取り組みました。 

クールビズやウォームビズ期間を設定せず、ノーネクタイやノージャケット等、気温や業務内容に応じた服

装での勤務やエレベーターの使用控えを推奨したほか、令和６年度は公用車の電動化によるガソリン使用量

の削減のためＥＶ車２台、ＨＶ車１台を導入しました。 

 

 

 

 

 

【目標（指標）】 
 

 
基準値 実績値 目標値 令和６年度

目標に対す

る進捗率 

評価 
平成 25年度 令和６年度 令和６年度 令和 12年度 

鉄道乗車人員数 

（年間） 
3,957千人 3,151千人 3,800千人 0% Ｄ 

路線バス乗車人員数

（年間） 
5,412千人 4,132千人 5,000千人 0% Ｄ 

住宅総数における二重

サッシ又は複層ガラス

の設置割合 

33.4％ 41.0％ 45.0% 52.0％ 66% Ｃ 

１人１日当たりの生活

系ごみ排出量（資源物・

集資源回収除く） 

770ｇ 
(令和元年度) 

596ｇ 
530ｇ以下 

（令和7年度） 
73% Ｃ 

事業系ごみ排出量 
30,926ｔ 

(令和元年度) 
29,110ｔ 

24,200ｔ以下 
（令和7年度） 

27% Ｄ 

環境に関するイベント

等の参加者数 
1,334人 

11,187人 

（累計） 
※令和3～6年度 

6,800人 

（累計） 
※令和3～6年度 

17,000人 

（累計） 
毎年1,700人以上 

100% Ａ 

本市の事務事業から排

出される温室効果ガス

排出量 

78,971 

ｔ-CO2 

55,134 

ｔ-CO2 

56,180 

ｔ-CO2 

43,610 

ｔ-CO2 
100% Ａ 

 

  

環境フェスタの様子 
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１．森林等の保全・適正管理の推進 

温室効果ガスの吸収源となる森林等を保全し適切に管理

するため、森林環境譲与税を財源として、適切な森林整備を

実施するとともに、木材の普及啓発等の推進を図りました。 

  「人の生活や環境と森林の関係」について、理解と関心を

深めてもらうため、「木材市場」の見学や丸太切り等を実施

し、地球温暖化防止への意識向上を図りました。 

 

 

２．都市緑化等の推進 

身近な生活環境における緑化の推進は、温室効果ガスの

吸収源としてはもちろん、ヒートアイランド現象の抑制や

良好な景観の維持など様々な効果が期待されます。 

壁面緑化等の取り組みを推進するため、植物によるグリ

ーンカーテン事業を市役所本庁舎のほか、支所や学習セン

ター、保育所等の各施設で行いました。 

また、緑豊かなまちづくりについて広く市民の理解と協

力を得るため、春と秋に緑化キャンペーンを開催し、緑化に

関する相談、苗木の無料配布などを行いました。 

 

 

 

     

【目標（指標）】 
 

 
基準値 実績値 目標値 令和６年度

目標に対す

る進捗率 

評価 
平成25年度 令和６年度 令和６年度 令和 12年度 

民有林整備面積 101ha 357.3ha 215.4ha 252ha 100% Ａ 

一人当たり都市公園面積 11.09㎡ 12.24㎡ 11.85㎡ 12.37㎡ 100% Ａ 

生垣設置事業補助対象 

延長（累計） 
6,251ｍ 7,021ｍ 8,440ｍ 8,845ｍ 12% Ｄ 

 

 

 

  

第４節 温室効果ガス吸収源の確保に向けた取組の推進 

グリーンカーテン（市役所本庁舎） 

「道の駅ふくしま」に隣接する屋内こども遊び

場「ももRabiキッズパーク」内の木製遊具 
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１．農業、森林・林業分野における対策 

気候変動による病害虫の頻発や栽培適地の移動などの影響を最小限にとどめるため、「環境保全型農業直接

支払交付金」を活用し、環境保全型農業に取り組む農業者を支援しました。 

また、気候変動への対応や農作物被害対策を強化するため、裂果防止や病害虫防除等において効果のある雨

よけハウス等の果樹栽培施設等の新設・更新により品質の向上を図る果樹農家に対し、経費の一部を補助した

ほか、気候変動に伴う病害虫の蔓延を防ぐため、防除薬剤の共同購入に対し支援を行いました。 

 

２．水環境・水資源分野における対策 

阿武隈川支流の 17河川 23地点で水質調査を実施しました。 

また、地球温暖化に起因する降雪量の減少に伴い、農業かんがい期における水不足の影響が懸念されている

ことから、気候変動適応東北広域協議会雪分科会において、広域アクションプランの自治体への実装のため、

行政機関や学識経験者等と意見交換を行い、現在取り組んでいる適応策や課題の共有を図りました。 

 

３．自然生態系分野における対策  

気候変動が植物に与える影響を調べるため、気候変動

適応東北広域協議会生物季節分科会と共同で、生物季節

観測（桜の開花日、カエデ紅葉日、イチョウ黄葉日）を行

い、データを収集しました。 

 

 

 

 

 

４．自然災害分野における対策 

災害情報などを一元的に収集・表示する災害対策オペ

レーションシステムの運用を行うとともに、河川水位を

迅速に把握するための水位予測システムや独自雨量計等

を追加し、河川水位監視の更なる強化に努めました。 

また、子ども達をはじめ、様々な世代が「気軽に楽しみ

ながら防災について学ぶ」ことを目的に、学校の運動会

や授業、企業の訓練や地域のイベントに防災体験メニュ

ーを取り入れる「ぼうさい体験パッケージ」を実施し、

防災意識の醸成や災害が発生した際の危機対応力の向上

を図りました。 

そのほか、大雨時に河川への雨水流出を抑制すること

を目的とした田んぼダム用排水桝の整備を進めており、

令和６年度は 56.4haの水田に設置しました。  

第５節 気候変動を見据えた対策の推進 

出典：市民参加型モニタリング調査（環境省） 

ぼうさい体験パッケージの様子 
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５．健康分野における対策 

暑熱に対する注意喚起を図るため、熱中症の予防や対処方法等について、地域の健康教育等での周知啓発や、

ホームページ、ＳＮＳ及び市政だより等を活用した情報発信を行ったほか、熱中症防止対策として気軽に一時

休憩ができる場所「ふくしま涼み処」を市内各所に設置しました。 

また、感染症対策として、感染症だよりやホームページを活用し、蚊やダニ媒介感染症に関する情報提供（発

生時の注意喚起、予防対策等）を行い、感染症の発生及びまん延の防止に努めました。 

 

６．産業・経済活動分野における対策 

異業種交流や大学・研究機関等との産学連携により、新規取引

の拡大や新たなビジネスの創出を図ること、またその取り組みを

ふくしま田園中枢都市圏域外へ情報発信することを目的として、

圏域企業によるブース出展やプレゼンテーションを行う「ふくし

ま産業交流フェア～ふくしま田園中枢都市圏ビジョン事業～」を

開催しました。 

 

 

７．都市生活分野における対策 

防災関係機関と綿密な連携を図りながら、災害時における迅

速かつ的確な防災体制の確立と市民の防災意識の高揚を図る目

的で「福島市総合防災訓練」を実施しております。 

令和６年度は、震度６強の地震が発生し、家屋倒壊や火災が発

生している状況を想定したなかで、福島市災害対策本部や防災

関係機関の迅速な対応を確認したほか、初の取り組みとなる地

元自主防災組織や消防団による救出救助訓練、中継送水・放水

訓練を実施しました。また、住民避難訓練の際に、マイナンバー

カードを活用した電子受付の実証実験も行いました。 

 

【目標（指標）】 

 
基準値 実績値 目標値 令和６年度

目標に対す

る進捗率 

評価 
平成25年度 令和６年度 令和６年度 令和 12年度 

環境保全型農業直接支払 

交付金対象面積 
4,672ａ 3,241ａ 5,017ａ 5,500ａ 0% Ｄ 

民有林整備面積（再掲） 101ha 357.3ha 215.4ha 252ha 100% Ａ 

河川の水温について 10年移
動平均から 2℃以内を維持し
ている地点数 

23/23 23/23 23/23 23/23 100% Ａ 

市管理河川(110河川)河道掘

削/土砂浚渫の実施済数 
0 

(令和元年度) 
86 18 40 100% Ａ 

浸水深等標識(約 440箇所)の

設置数 
217 

(令和元年度) 
415 297 440 100% Ａ 

 

令和６年度福島市総合防災訓練の様子 

ふくしま産業交流フェアの様子 
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１．計画の位置付け 

本計画は「福島市脱炭素社会実現実行計画」の事務事業編に位置づけられており、市の事務事業に伴う環境負

荷の低減に取り組んでいます。なお、本計画の基準年度は、福島市脱炭素社会実現実行計画と同様に 2013年度

とします。 

 

２．計画の対象、目標 

（１）対象物質 

  二酸化炭素（CO2）、一酸化二窒素（N2O）、メタン（CH4）、ハイドロフルオロカーボン（HFC）の４種類としま

す。 

 

（２）対象範囲 

福島市役所のすべての組織・施設における事務事業を対象とします。（指定管理者制度により民間事業者が

管理する施設を含む。） 

 

（３）計画の目標 

市脱炭素社会実現実行計画(区域施策編)の改定に伴い、当計画の事務事業編にあたる本計画の削減目標を変

更しました。本計画では、2030年度までに（１）「事務事業に係る温室効果ガス排出量」を 2013年度比で 55％

削減、（２）「廃棄物処理等に係る温室効果ガス排出量」を 2013 年度比で 39％削減、（３）「事務事業から生じ

る用紙類使用量及び廃棄物排出量」については用紙類使用量を 2013年度比で 55％削減、廃棄物排出量を 2013

年度比で 39％削減することを目標としています。 

 

 

 

 

 

１．事務事業に係る温室効果ガス排出量（CO2換算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※１：エネルギー起源CO₂（ガソリン、軽油使用による排出）、メタン・一酸化二窒素（自動車走行による排出）、 

 ハイドロフルオロカーボン（カーエアコンの使用による排出）の計 

※２：エネルギー起源CO₂（電気、灯油、A重油、LPガス、都市ガスの使用による排出）の計 

 

 

 

第２節 排出量等の状況 

第３章 ゼロカーボン庁内率先計画 

第１節 計画の概要 

基準値
2013年度

実績値
2024年度

目標値
2030年度

基準年度比 進捗率

27,646.6 14,368.1 12,440.8 -48.0% 87%

公用車使用に伴う
ガソリン等の使用による
温室効果ガス排出量（t-CO₂）

889.3 812.2 400.1 -8.7% 16%

公共施設等における
電気等の使用による
温室効果ガス排出量（t-CO₂）

26,757.3 13,555.9 12,040.7 -49.3% 90%

事務事業に係る
温室効果ガス排出量の計（t-CO₂）

※１

※２
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○エネルギー（燃料・電気）の使用量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）燃料使用量 
燃料のうち、A重油使用量は 27万 3,305.0リットルであり、基準年度比で 63.1％削減しました。 

市内小中学校へのエアコン導入の進展により、暖房ボイラーの稼働が減少したことが、主な要因として考

えられます。 

（２）電気使用量 
系統電力から購入した電気使用量は 2,412万 5,351.3kWhで、基準年度比で 26.9％削減しました。 

複数の本庁舎以外の施設や指定管理施設において、あらかわクリーンセンターのごみ発電を使用した電力

契約に変更していることが理由として考えられます。 

 

 

 

 

1 889.3 812.2 400.1

26,757.3

13,555.9
12,040.7

0

10000

20000

30000

基準年度（2013） 実績値（2024） 目標年度（2030）

■公共施設等における電気等の仕様による温室効果ガス排出量

■公用車使用に伴うガソリン等の仕様による温室効果ガス排出量

ｔ－ＣＯ₂ 

基準年度
2013年度

実績値
2024年度

基準年度比

ガソリン（ℓ） 256,726.0 229,579.2 -10.6%

灯油（ℓ） 1,014,122.3 376,300.4 -62.9%

軽油（ℓ） 101,966.6 99,256.1 -2.7%

Ａ重油（ℓ） 642,472.0 273,305.0 -57.5%

ＬＰガス（㎥） 165,089.0 140,804.7 -14.7%

都市ガス（㎥） 853,389.2 857,297.4 0.5%

33,006,126.9 24,125,351.3 -26.9%電気使用量（kWh）

燃
料
使
用
量



第３章 ゼロカーボン庁内率先計画 
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２．廃棄物処理等に係る温室効果ガス排出量 

 

 

 

 

※非エネルギー起源CO₂（一般廃棄物の焼却による排出）、メタン・一酸化二窒素（一般廃棄物の焼却、下水道

処理、し尿処理による排出）の計 

 

廃棄物処理等に係る温室効果ガス排出量は 40,766.0t-CO₂となり、基準年度比で 20.6％の削減となりました。 

一般廃棄物の焼却において、廃プラスチックごみの焼却量が減少したことが理由として考えられます。 

 

 

３．事務事業から生じる用紙類使用量及び廃棄物排出量 

 

 

 

 
 

市役所全体における用紙類使用量は 2,192万 5,125枚となり、基準年度比で 46.2％の削減となりました。 

ＢＰＲや内製システムの活用、文書管理システム（書類のデータ化、電子決裁など）の運用により、全庁的に

ペーパーレス化が浸透しています。 

 

市役所全体における廃棄物排出量は 49万 172.6㎏となり、基準年度比で 20.0％の削減となりました。 

本市主催のイベントにおいて、廃棄物の分別や減量化などに努めたことや、リユース製品やリサイクル製品を

積極的に活用したことなどが理由として考えられます。 

 

４．グリーン購入に関する達成状況 

本市では「福島市グリーン購入基本方針」に基づき、環境物品等の調達の推進を図っています。令和５年度の

グリーン購入率は 89.3%となり、基準年度と比べ 5.1%上昇しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準値
2013年度

実績値
2024年度

目標値
2030年度

基準年度比 進捗率

事務事業から生じる
用紙類使用量（枚）

40,732,706 21,925,125 18,329,717 -46.2% 84%

事務事業から生じる
廃棄物排出量（kg）

612,640.0 490,172.6 373,710.4 -20.0% 51%

基準値
2013年度

実績値
2023年度

目標値
2030年度

基準年度比 進捗率

廃棄物処理等に係る
温室効果ガス排出量（t-CO₂）

51,324.0 40,766.0 31,307.6 -20.6% 53%※
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本市では「全ての職員による率先したエコ活動の実践」を基本方針として取り組んでおり、主な取組を記載し

ます。 

１．環境負荷低減に向けたエコ活動の実践 

・クールビズやウォームビズ期間を設定せず、ノーネクタイや 

ノージャケット等、気温や業務内容に応じた服装での勤務を 

通年で実施したほか、エレベーターの使用を控え、階段の利 

用を推奨するなど、電気使用量の削減に取り組みました。 

 

・事務のＩＣＴ化を進め、ＢＰＲや内製システムの活用、文書 

管理システム（書類のデータ化、電子決裁など）の運用によ 

り、ペーパーレス化を推進しました。 

 

・ゼロカーボン様式の会議（会場への移動手段や会場設定、開 

催形式の見直しなど）を示しました。 

 

・ウェブ会議システムを活用するなど、移動に伴うエネルギー 

使用量の削減に努めました。 

 

２．環境負荷低減のための施設マネジメント 

・福島市市民センターに太陽光発電設備（20kW）、水素発

電設備（5kW）を導入し、施設の再生可能エネルギー利

用を進めることで、環境負荷低減を図りました。 

 

・本市の公共施設（57箇所）にゴーヤの苗を配布し、 

 グリーンカーテンによる公共施設の緑化を推進しま 

した。 

 

３．グリーン購入の推進 

令和６年度は、公用車の電動化によるガソリン使用量

の削減のため、２台の電気自動車を導入しました。 

なお、当該車両は、あらかわクリーンセンターのごみ

焼却熱を利用して発電されたグリーン電力を利用し、充

電しています。 

第３節 取組状況 

福島市市民センター 

ごみ焼却熱発電による電力を利用した電気自動車 

ゼロカーボン様式会議 
～環境にやさしい会議のあり方のご提案～ 

 



 

 

 

資 料 編 
 

 

 

資料 1 環境（公害）行政のあゆみ 

     
 

資料 2 用語解説 
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資料１ 環境（公害）行政のあゆみ 

年  福島市の環境（公害）行政のあゆみ  県・国などの動向 

昭和 41年    4月 「福島県公害防止条例」制定 

昭和 42年    8月 「公害対策基本法」制定 

昭和 43年    6月 「大気汚染防止法」制定 

      「騒音規制法」制定 

昭和 44年    12月 「公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法」（「公害健康

被害の補償等に関する法律」の前身）制定 

昭和 45年 10月 「公害係」設置 7月 政府に「公害対策本部」設置 

  「福島市公害対策審議会」設置 10月 「福島県公害紛争処理条例」制定 

  「福島市公害対策連絡会議」発足 12月 通称「公害国会」の開催 

     「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」、「水質汚濁防止法」、

「公害紛争処理法」等の公害関係14法の制定、改正 

昭和 46年 8月 「福島市公害対策連絡会議」を「福島市生活環境対策連絡

会議」に名称変更 

6月 「悪臭防止法」制定 

7月 「環境庁」の設置 

      「福島県生活環境保全条例」制定 

      「福島県産業公害等防止条例」制定 

昭和 47年  主要幹線道路の騒音実態調査を開始 6月 「自然環境保全法」制定 

 3月 「福島市公害防止対策条例」制定 10月 「福島県自然環境保全条例」制定 

 4月 市内公共用水域（河川）の水質調査を開始     

 7月 「福島市公害モニター制度」（「福島市環境モニター制度

（S56.4～）」の前身）発足 

    

 8月 「福島市公害防止施設整備資金融資制度」導入     

昭和 48年 7月 「公害係」が「環境保全係」となる 10月 「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」制定 

 12月 「福島市地下水保全条例」制定   「公害健康被害補償法」（「公害健康被害の補償等に関する法律」

の前身）制定 

昭和 49年 11月 大気汚染観測所を設置     

  公害分析室設置     

昭和 50年 3月 東北縦貫自動車道開通 3月 「大気汚染防止法に基づく排出基準及び水質汚濁防止法に基づ

く排水基準を定める条例」制定 

昭和 51年    6月 「振動規制法」制定 

昭和 52年 3月 「福島市環境保全計画」策定     

 7月 「ホタルの里づくり」事業のための調査研究     

 10月 地下水揚水量等実態調査を実施     

昭和 53年  「吾妻山の火山活動にともなう自然環境影響調査」を実施 

（～54年） 

    

 4月 「福島市電波障害防止に関する指導要綱」制定     

昭和 54年 5月 吾妻中学校、野田中学校を自然環境保全指定校に選定し、

ゲンジボタルの生態研究を実施 

    

  「ホタルの里」地域指定     

昭和 55年    8月 「福島県高速交通公害対策連絡会議」設置 

昭和 57年 6月 東北新幹線鉄道開通     

昭和 58年 12月 「福島市道路粉じん問題連絡会議」設置     

  スパイクタイヤ装着による道路粉じん実態調査     

昭和 59年    8月 「環境影響評価の実施について」閣議決定 

昭和 60年   11月 「福島県スパイクタイヤの使用自粛要綱」制定 

昭和 61年 8月 「福島の水30選」に「幕滝」「摺上川上流」が選定される     

昭和 62年 8月 「スターウォッチング星空の街」に「浄土平」が選定され

る 

8月 環境庁「スターウォッチング星空の街コンテスト」を実施 

昭和 63年    5月 「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律」制定 

平成 2年    6月 「スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律」制定 

平成 3年 2月 「福島市生活排水浄化対策推進連絡会議」設置 4月 「再生資源の利用の促進に関する法律」（「資源の有効な利用の

促進に関する法律」の前身）制定 

   7月 「福島県環境影響評価要綱」施行 

平成 4年 3月 「福島市生活排水浄化対策推進基本方針」施行 6月 リオ・デ・ジャネイロで地球サミットを開催し、環境と開発に

関するリオ宣言、アジェンダ21を採択 

平成 5年 2月 広瀬川流域（本市は小国川流域）が「生活排水対策重点 

地域」に指定される 

11月 「環境基本法」制定 

 4月 「福島市生活排水対策推進指導員制度」（「ふるさとふくし

ま清流つくり推進指導員制度（H14.4～H20.3）」の前身）

発足 

  

平成 6年 11月 県内24市町村長により「第1回阿武隈川サミット」を開催 

（平成7年より宮城県5市町を加え29市町村で実施） 

3月 

 

「気候変動に関する国際連合枠組み条約」（地球温暖化防止条約）

発効 

   12月 国が「環境基本計画」を閣議決定 

平成 7年 4月 「水質汚濁防止法」の政令市に指定される 6月 国の「率先行動計画」を閣議決定 

  「福島市環境大賞」制定（～H21）   

平成 8年 7月 「日本の音風景100選」に「福島市小鳥の森」が選定される 3月 「福島県環境基本条例」制定 

  「福島市環境審議会」設置  「福島県水環境保全基本計画」策定 

   7月 「福島県生活環境の保全等に関する条例」制定（H9.4施行） 
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年  福島市の環境（公害）行政のあゆみ  県・国などの動向 

平成 9年 12月 「うつくしまの音30景」に「吾妻修験道の不動滝にしみいる 

エゾハルゼミの声」が選定される 

3月 「福島県環境基本計画」策定 

   6月 「環境影響評価法」公布（H11.6施行） 

   12月 「地球温暖化防止京都会議」（COP3）開催 

平成 10年 6月 「福島市環境基本条例」制定 10月 「地球温暖化対策の推進に関する法律」制定（H11.4施行） 

   12月 「福島県環境影響評価条例」制定（H11.6施行） 

平成 11年 7月 「福島市環境保全推進連絡会議」設置 3月 ｢福島県地球温暖化対策推進計画｣策定 

   7月 「ダイオキシン類対策特別措置法」制定（H12.1施行） 

    「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促

進に関する法律」（PRTR法）制定（H12.3施行） 

平成 12年 3月 「福島市環境基本計画」策定 5月 「国等による環境物品の調達の推進等に関する法律」公布（H13.1

施行） 

   6月 「循環型社会形成推進基本法」制定、施行 

平成 13年 1月 「福島市率先実行計画」策定 1月 「環境省」の設置 

平成 14年 2月 「福島市率先実行計画」改正（グリーン購入調達方針の策

定） 

3月 「福島県猪苗代湖及び裏磐梯湖沼群の水環境の保全に関する条

例」制定（H15.4施行） 

 12月 「福島市水道水源保護条例」を制定（H15.6施行）  「福島県環境基本計画（第2次）」策定 

    レッドデータブックふくしまⅠ（植物・昆虫類・鳥類)発行 

   5月 「土壌汚染対策法」制定（H15.2施行） 

   12月 「自然再生推進法」制定（H15.1施行） 

平成 15年 2月 「福島市水道水源保護審議会」設置 3月 レッドデータブックふくしまⅡ（淡水魚類/両生・爬虫類/哺乳

類）発行 

 6月 「水道水源保護地域」として、摺上川ダム水源保護地域と茂

庭簡易水道水源保護地域を指定 

7月 「環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する

法律」制定 

平成 16年 3月 「福島市ポイ捨てのない美しいまちづくり条例」制定

（H16.6施行） 

6月 「特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律」

制定（H17.6施行） 

    「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮し

た事業活動の促進に関する法律」制定 

平成 17年   2月 「京都議定書」発効 

平成 18年 3月 「第2期福島市率先実行計画」策定   

平成 19年   6月 「21世紀環境立国戦略」閣議決定 

   2月 「我が国におけるカーボン・オフセットのあり方について(指

針)」の公表 

平成 20年 6月 「平成の名水百選」に荒川入選 6月 「地球温暖化対策の推進に関する法律」改正（H15.4施行） 

   7月 G8北海道洞爺湖サミットにて2050年までに温室効果ガス排出量

50%削減を目標設定 

平成 21年 3月 レジ袋削減に向けた取り組みに関する協定締結 4月 「改正土壌汚染対策法」制定（H22.4施行） 

 6月 市内13事業者36店舗にてレジ袋無料配布中止開始 7月 「エコポイント制度」開始 

平成 22年 5月 「住宅用太陽光発電システム設置助成制度」受付開始 1月 「チャレンジ25」キックオフ 

   3月 「福島県環境基本計画（第3次）」策定 

   10月 生物多様性条約第10回締結国会議（COP10）名古屋市で開催 

   12月 「地域における多様な主体の連携による生物の多様性の保全のための

活動の促進等に関する法律」制定（H23.10施行） 

平成 23年 3月 「第2次福島市環境基本計画」を策定 3月 「海洋生物多様性保全戦略」策定 

  「福島市地球温暖化対策実行計画」策定  「福島県地球温暖化対策推進計画」策定 

  「福島市大気汚染観測所（天神局）」廃止  「東北地方太平洋沖地震（M9.0）」発生 

 11月 「放射線モニタリングセンター」開所  「福島第一原子力発電所事故」発生 

   1月 「放射性物質汚染対処特措法」施行 

平成 24年   3月 「温泉資源の保護（地熱）に関するガイドライン」策定 

   6月 「新しい地域パートナーシップによる公害防止取組指針」策定 

   7月 「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」開始 

平成 25年 4月 「第2次福島市環境基本計画」一部見直し 3月 「福島県環境基本計画（第4次）」策定 

  「福島市再生可能エネルギー等施設整備資金利子補給制

度」受付開始 

 「福島県水環境保全基本計画」策定 

 8月 「ふくしま環境基本計画推進協議会」設置   

 11月 第1回ふくしま環境フェスタ開催   

平成 26年 4月 「再生可能エネルギー推進係」設置 2月 森合局にてPM2.5の測定開始 

平成 27年 2月 

9月 

10月 

「福島市再生可能エネルギー導入推進計画」策定 

第27回「星空の街・あおぞらの街」全国大会開催 

「福島市次世代エネルギーパーク計画」認定 

9月 

 

12月 

国連サミットにて「持続可能な開発のための2030アジェンダ」採

択 

気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）にて「パリ協定」採択 

平成 28年 8月 「クールチョイス」に賛同 5月 「地球温暖化対策計画(国)」策定 

平成 29年   8月 

3月 

「水銀に関する水俣条約」発効 

「福島県地球温暖化対策推進計画」改定 

平成 30年 4月 中核市へ移行（県から大気汚染、産業廃棄物処理に関する

業務等が委譲） 

「環境保全係」設置 

4月 

6月 

 

11月 

「第五次環境基本計画(国)」策定 

「第四次循環型社会形成推進基本計画（国）」策定 

「気候変動適応法」公布（12月施行） 

「気候変動適応計画(国)」策定 

令和元年   5月 

6月 

「プラスチック資源循環戦略(国)」策定 

「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（国）」策定 
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年  福島市の環境（公害）行政のあゆみ  県・国などの動向 

令和 2年   6月 環境省「気候危機宣言」 

   10月 「2050年カーボンニュートラル宣言(国)」 

令和 3年 2月 「第3次福島市環境基本計画」策定 

「福島市脱炭素社会実現実行計画」策定（福島市地球温暖化

対策実行計画と福島市再生可能エネルギー導入推進計画

を統合） 

「2050年度ゼロカーボンシティ宣言」 

2月 「2050年カーボンニュートラル宣言(県)」 

 4月 「環境企画係」と「再生可能エネルギー推進係」を廃止し、

「温暖化対策推進係」を設置 

6月 

12月 

国・地方脱炭素実現会議において「地域脱炭素ロードマップ」策定 

「福島県環境基本計画（第5次）」策定 

「福島県地球温暖化対策推進計画」改定 

令和 4年 8月 

 

12月 

水素と再生可能エネルギーをテーマとした初の本格的イ

ベント「水素day＆再エネまつり」開催 

福島市環境ポータルサイト「ふくエコ」開設 

1月 

4月 

5月 

7月 

「福島県地球温暖化対策ポータル」開設 

脱炭素先行地域選定（第１回）（国） 

「福島県2050年カーボンニュートラルロードマップ」策定 

GX実行会議 開始（国）  

令和 5年 8月 

 

 

 

 

12月 

「福島市脱炭素社会実現実行計画」一部見直し 

福島大学とゼロカーボンシティの実現に向けた取組に特

化した連携協定を締結 

磐梯朝日国立公園（土湯温泉・高湯温泉）のゼロカーボン

パーク登録 

「デコ活」に賛同 

3月 

4月 

「福島県地球温暖化対策推進計画」改定 

気候変動適応センターを設置（県） 

令和 6年   5月 

8月 

「第六次環境基本計画(国)」策定 

「第五次循環型社会形成推進基本計画（国）」策定 

令和 7年 3月 「福島市再生可能エネルギー発電施設の適切な設置及び管

理に関する条例」を制定（R7.4施行） 

2月 「地球温暖化対策計画（国）」改定 
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ア 

ＩＰＣＣ 

「気候変動に関する政府間パネル」の略称。国際

的な専門家でつくる、地球温暖化についての科学的

な研究の収集、整理のための政府間機構です。地球

温暖化に関する最新の知見の評価を行い、対策技術

や政策の実現性やその効果などに関する科学的知見

の評価を提供しています。 

イ 

石綿（アスベスト） 

天然の鉱物繊維であり、摩擦に強く切れにくい、

酸やアルカリにも強いなど、丈夫で変化しにくいと

いう特性を持っています。人が吸い込んで肺の中に

入ると組織に刺さり、潜伏期間を経て、肺がんや悪

性中皮腫などの病気を引き起こすおそれがあり、石

綿が飛散しないよう対策を講じる必要があります。 

エ 

ＳＤＧｓ 

「Sustainable Development Goals（持続可能な

開発目標）」の略称。 2015 年（平成 27 年）９月の

国連サミットにおいて採択された 2016 年（平成 28

年）から2030年（令和12年）までの世界共通の目

標。 誰ひとり取り残さないことを目指し、世界が達

成すべき17の目標で構成されています。 

オ 

温室効果ガス 

二酸化炭素、二酸化二窒素、フロン、メタンなど、

熱を吸収し再放出する性質を持つ気体で、大気中の

量が増加することにより、宇宙空間に放出される熱

が減少し、地球全体の気温が次第に高くなってきて

いることが確認されています。 

 

カ 

カーボンニュートラル 

温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させるこ

とを意味します。 

化石燃料 

地質時代の生物の遺骸が堆積し、長い年月をかけ

て変成されてできた石炭・石油・天然ガスなどの燃

料の総称です。 

環境影響評価（環境アセスメント） 

環境に影響を及ぼすおそれのある事業の実施に

際して、その影響を事前に予測、評価し、その結果

を公表して地域住民や専門家の意見を聞くことなど

により、事業の内容を見直しや環境保全対策を講じ

ようとするための手段です。平成９年にその手続き

を定めた法律「環境影響評価法」が制定されました。 

環境教育 

人間と環境との関わりについて理解と認識を深め、

個人や集団が環境に配慮した責任ある行動をとるこ

とを目的として、家庭、地域社会、学校、企業、行

政などで行う教育及び学習のことをいいます。生涯

教育として、幼児から高齢者までのあらゆる年齢層

の人々が対象となります。 

環境月間（環境の日） 

環境基本法では６月５日を「環境の日」と定め、

６月の１か月間を「環境月間」とし、環境問題につ

いての関心と理解を深めるため、環境保全活動の普

及、啓発に関する各種行事を実施することとしてい

ます。なお、環境の日は、1972年６月５日にストッ

クホルムで開催された「国連人間環境会議」を記念

して定められたものです。 

 

 

 

資料２ 用語解説  
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ク 

グリーン購入 

製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、

必要性をよく考え、環境への負荷が少ないものを選

んで購入することです。グリーン購入は、消費生活

など購入者自身の活動を環境にやさしいものにする

だけでなく、供給側の企業に環境負荷の少ない製品

開発を促すことで、経済活動全体を変えていく可能

性を持っています。 

コ 

公共用水域 

河川、湖沼、港湾、沿岸海域、その他公共の用に

供される水域及びこれに接続する水路（終末処理場

に流入する下水道を除く）をいいます。 

国連気候変動枠組条約 

平成４（1992）年に、大気中の温室効果ガスの濃

度を安定化させることを究極の目標とする国際的な

枠組みを定めた条約であり、地球温暖化対策に世界

全体で取り組んでいくことが合意されました。同条

約に基づき、平成７（1995）年から毎年、気候変動

枠組条約締約国会議（ＣＯＰ）が開催されています。 

サ 

再生可能エネルギー 

「エネルギー供給事業者によるエネルギー源の

環境適合利用及び化石エネルギー原料の有効な利用

の促進に関する法律（平成 21年７月８日号外法律第

72号）」において、「エネルギー源として永続的に利

用することができると認められるもの」として、太

陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱、そ

の他自然界に存する熱、バイオマスが規定されてい

ます。 

里山 

都市の近辺にあり、燃料・肥料・生活資材の調達、

水源かん養など、生活に深い関わりを持っている森

林で、雑木林などの二次林、スギの植林、竹林など

で構成される低山や丘陵をいいます。 

酸性雨 

大気中に排出された硫黄酸化物や窒素酸化物な

どが空気中の水分や雨に溶け込み雨水が酸性化され

たもので、一般的には pHが5.6以下の場合をいいま

す。欧米では、森林被害や歴史的建造物が溶けてし

まうなどの被害も生じています。 

シ 

次世代自動車 

平成 20 年７月に閣議決定された「低炭素社会づ

くり行動計画」において、運輸部門からの二酸化炭

素削減のため、ハイブリッド自動車・電気自動車・

プラグインハイブリッド自動車・燃料電池自動車・

クリーンディーゼル自動車・天然ガス自動車等を「次

世代自動車」と定めています。 

浄化槽 

浄化槽とは「浄化槽法」では、便所と連結してし

尿及びこれと併せて雑排水（工場廃水、雨水を除く）

を処理し、公共下水道以外に放流するための施設と

定義づけられています。 

セ 

生活排水 

し尿と日常生活に伴って排出される台所、洗濯、

風呂などからの排水。「生活排水」のうち、し尿を除

くものを「生活雑排水」といいます。 

生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ） 

水中の有機物が微生物の働きによって分解され

るときに消費される酸素の量。河川の汚濁状況を示

す代表的な指標で、数値が大きいほど河川などの水

中には有機物が多く、水質が汚濁していることを意

味します。 
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生物多様性 

地球上の生物の多様さとその生息環境の多様さ

をいいます。生態系は多様な生物が生息するほど健

全であり、安定していると言えます。この生物多様

性の保護に関して、生物種、生態系及び遺伝子の多

様性を保護するため、「生物の多様性に関する条約」

が採択され、わが国は平成５年５月に批准しました。

この条約は、地球上の生物の豊かさ、生物が生活す

る環境の豊かさ、遺伝子資源の多様性が重要である

との考えの基に世界的に保全していこうというもの

です。 

ＺＥＢ 

Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネ

ルギー・ビル）の略称で、快適な室内環境を実現し

ながら、建物で消費するエネルギーをゼロにするこ

とを目指した建物のことです。 

タ 

ダイオキシン類 

有機塩素化合物であり、ポリ塩化ジベンゾフラン

（135 種類）とポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシ

ン（75 種類）、コプラナーＰＣＢ（十数種類）の総

称。物の燃焼過程などで非意図的に生成されます。

ダイオキシン類の中でも最も毒性の強い 2,3,7,8-

四塩化ダイオキシンについては、人に対する発がん

性が指摘されています。 

多自然型工法 

多様性豊かな生態系の保全・育成を図るため、河

川改修などにあたって、植生や自然石を利用した護

岸を採用するなど、自然の持つ構造的な多様性を尊

重した工事方法のことです。 

ナ 

ナッジ 

行動科学の知見の活用により、人々が自分自身に

とってより良い選択を自発的に取れるように手助け

する政策手法のことです。 

ヒ 

ビオトープ 

ギリシャ語で生命を意味する「Bios」と場所を意

味する「Topos」を合わせてドイツで初めて用いられ

た造語です。気象条件、生物的・非生物的要素の分

布状態などによって、他と区別される動植物の生息

場所をいいます。 

ヘ 

ＨＥＭＳ 

ホームエネルギーマネジメントシステム（Home 

Energy Management System）の略称。家庭でのエネ

ルギー使用状況を、専用のモニターやパソコン、ス

マートフォン等に表示することにより、家庭におけ

る快適性や省エネルギーを支援するシステムで、空

調や照明、家電製品等の最適な運用を促すものです。 

マ 

マイクロプラスチック 

海洋などの環境中に拡散した微細（５㎜以下）な

プラスチック粒子。海洋を漂流するプラスチックご

みが紫外線や波浪によって微小な断片になったもの

や合成繊維の衣料の洗濯排水に含まれる脱落した繊

維、研磨材として使用されるマイクロビーズなどが

含まれます。マイクロプラスチックに含有・吸着す

る化学物質が食物連鎖に取り込まれ、生態系に及ぼ

す影響が懸念されます。 
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福島市は、脱炭素につながる 
新しい豊かな暮らしを創る国民運動 

「デコ活」 
に賛同しています。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 
福島市の環境ポータルサイトのご案内 

 
下記の 2次元バーコードにアクセスしますと、小学生向けの環境クイズや市内 

団体等の環境に関する取り組み状況を簡単に閲覧することができます。 
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